
円 円

( 2,913,235,055 ） ( 1,144,828,705 ）

 流   動   資   産 2,897,197,046  流   動   負   債 1,143,879,505

現 金 及 び 預 金 4,417,288 工 事 未 払 金 933,720,770

完 成 工 事 未 収 入 金 1,113,783,090 リ ー ス 債 務 813,600

未 完 成 工 事 支 出 金 28,864,927 未 払 金 2,794,445

原 材 料 62,245,639 未 払 費 用 8,163,998

前 払 費 用 635,006 未 払 法 人 税 等 160,080,389

繰 延 税 金 資 産 15,199,730 未 払 消 費 税 等 4,618,383

短 期 貸 付 金 1,360,441,983 未 完 成 工 事 受 入 金 16,222,690

未 収 入 金 311,849,383 工 事 損 失 引 当 金 17,452,000

貸 倒 引 当 金 △ 240,000 預 り 金 13,230

 固   定   資   産 16,038,009  固   定   負   債 949,200

有 形 固 定 資 産 7,404,404 リ ー ス 債 務 949,200

建 物 1,279,019

工 具 器 具 備 品 4,362,585 ( 1,768,406,350 ）

リ ー ス 資 産 1,762,800  株　主　資　本 1,768,406,350

無 形 固 定 資 産 1,028,736 250,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 1,028,736 22,424,678

投資その他の資産 7,604,869 資 本 準 備 金 22,424,678

投 資 有 価 証 券 2,500,000 1,495,981,672

破産債権・更生債権等 171,360 利 益 準 備 金 40,075,322

繰 延 税 金 資 産 5,104,869 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,455,906,350

貸 倒 引 当 金 171,360△        繰 越 利 益 剰 余 金 1,455,906,350

2,913,235,055 2,913,235,055合 計 合 計

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

（　純　資　産　の　部）

貸   借   対   照   表

資 産 金 額 負 債 及 び 純 資 産 金 額

（平成２２年３月３１日現在）
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１．重要な会計方針に係わる事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益の低下による簿価切下げの方法により算定）

（2）固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

但し、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法

② 無形固定資産（リース資産を除く） 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額を零とする定額法

（3）引当金の計上基準

① 貸倒引当金 貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため法人税法に定める限度額のほか、

債権の回収可能性を検討して見積計上しております。

② 工事損失引当金 会計年度末において見込まれる未引渡工事の損失発生に備える為、見込額に基づき

計上しております。

（4）完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　 当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

（5）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理の方法

      税抜方式によっております。

（6）重要な会計方針の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日）を当会計年度より適用し、当会計年度に着手した工事契約から、当会計年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。

　これにより、当期末の売上高は625百万円、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ

56百万円増加しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

当該事業年度の末日における発行済株式の数 200 株

３．その他の注記

該当事項はありません。

個 　別 　注 　記 　表
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